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 「正会員の業務運営等に関する規則」等の一部改正について 

 

Ⅰ 改正の目的 

東京証券取引所より令和３年 10 月に公表された「現物市場の機能強化に向け

たアクション・プログラム」において、取引時間の延伸が示されたことから、

本会では、同取引所をはじめとした関係団体と協議を行うとともに、自主規制

委員会の委託会社並びに計理専門委員会を中心に、基準価額算出時限等の後続

業務への影響を極力軽微に抑えられるよう、投資信託の円滑な業務運営に向け

て、検討を重ねてきたところである。今般、同取引所の業務規程にある取引時

間が、令和６年 11 月５日より延伸されることを踏まえ、「正会員の業務運営等

に関する規則」及び「投資信託の基準価額の連絡、発表等に関する規則に関す

る細則」の一部改正を行うこととする。 

 

Ⅱ 主な改正の内容 

（１）「正会員の業務運営等に関する規則」の一部改正 

正会員が、販売会社に対し、遵守を求める顧客の買付及び解約の受付時限に

ついて、東京証券取引所の取引時間延伸に伴い変更することとする。 

その他、影響が少ないと考えられる大口申込者の解約受付に係る変更も併せ

て実施する。 

   （第８条、第９条の改正） 

 

（２）「投資信託の基準価額の連絡、発表等に関する規則に関する細則」の一部改正 

  基準価額連絡時間について、当該連絡時間までに連絡することが困難な事象が

発生した場合について、あらかじめ本会へ連絡することを明示する。 

 （第２条の改正） 

 

Ⅲ 実施の時期 

  この改正は、令和６年 11 月５日から実施する。 

ただし、「正会員の業務運営等に関する規則」第８条の改正規定については、

株式会社東京証券取引所におけるシステム更改時期に変更があった場合には、

当該システム更改の実施日から適用する。 

以 上 


